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 Ⅴ-1 説明書  

  Ⅴ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

   Ⅴ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

    Ⅴ-1-1-5-3 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（原子炉冷却系統施設） 

     

 Ⅴ-5 図面  

4.5.2 代替原子炉補機冷却系 

・第 4-5-2-1-1 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 1） 

・第 4-5-2-1-2 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 2） 

・第 4-5-2-1-3 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 3） 

・第 4-5-2-1-4 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 4） 

・第 4-5-2-1-5 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 5） 

・第 4-5-2-1-6 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 6） 

・第 4-5-2-1-7 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 7） 

・第 4-5-2-1-8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る機器の配置を明示した図面（その 8） 

・第 4-5-2-2-1 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 1） 

・第 4-5-2-2-2 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 2） 

・第 4-5-2-2-3 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 3） 

・第 4-5-2-2-4 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 4） 

・第 4-5-2-2-5 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 5） 

・第 4-5-2-2-6 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 6） 

・第 4-5-2-2-7 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 7） 

・第 4-5-2-2-8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）に係る主配管の配置を明示した図面（その 8） 



・第 4-5-2-3-1 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の系統図（その 1）（原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系）（重大事故等

対処設備） 

・第 4-5-2-3-2 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の系統図（その 2）（原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系）（重大事故等

対処設備） 

・第 4-5-2-3-3 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の系統図（その 3）（重大事故等対処設備） 

・第 4-5-2-3-4 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の系統図（その 4）（重大事故等対処設備） 

・第 4-5-2-4-1 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 1） 

・第 4-5-2-4-2 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 2） 

・第 4-5-2-4-3 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 3） 

・第 4-5-2-4-4 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 4） 

・第 4-5-2-4-5 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 1） 

・第 4-5-2-4-6 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 2） 

・第 4-5-2-4-7 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（その 1） 

・第 4-5-2-4-8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（その 2） 

・第 4-5-2-4-9 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却

系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 1） 

・第 4-5-2-4-10 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷

却系）の構造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 2） 
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 6.2 代替原子炉補機冷却系 

 6.2.1 熱交換器 

名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器 

（6,7 号機共用） 

P27-D2000 P27-D3000 P27-D4000 

容 量 

（設計熱交換量） 
MW/個 以上(  ) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 淡水側 1.37／海水側 1.4 

最 高 使 用 温 度 ℃ 淡水側 90／海水側 80 

伝 熱 面 積 m2/個 以上(  ) 

個 数 ― 2 2 2 

車 両 個 数 ― 4（予備 1） 

【設 定 根 拠】 

(概要) 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）は，以下の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，設

計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉

心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限

る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，使

用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその

他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却

し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 
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熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，炉

心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子

炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設

置する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）の容

量は，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において確認されている原子

炉停止48時間経過後の崩壊熱を除去可能な容量を基に設定しており，有効性評価解析（原子炉

設置変更許可申請書添付書類十）において確認されている容量が  MWのため，  MW/個以

上とする。 

 

公称値については，要求される容量と同じ  MW/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

 2.1 最高使用圧力（淡水側） 1.37MPa 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

（淡水側）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器

ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）の使用圧力と同

じ1.37MPaとする。 

 

 2.2 最高使用圧力（海水側） 1.4MPa 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

（海水側）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，大容量送水車（熱交換器ユニッ

ト用）の重大事故等時において使用する場合の圧力が  MPaであるため，これを上回る圧力

として1.4MPaとする。 

 

3. 最高使用温度 

 3.1 最高使用温度（淡水側） 90℃ 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

（淡水側）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における残留熱除

去系熱交換器（胴側）の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る90℃とする。 

 

 3.2 最高使用温度（海水側） 80℃ 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）
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（海水側）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等対策の有効性評価解

析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において使用している海水の温度30℃に対し設

計除熱量  MWを考慮した場合の海水出口温度約54℃を上回る80℃とする。 

 

4. 伝熱面積 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重

大事故等時において使用する場合の伝熱面積は，要求される容量（設計熱交換量）  MW（  

MW/個）を満足するために必要な伝熱面積  m2と同じ  m2/個以上とする。 

 

  公称値については，要求される伝熱面積である  m2/個を上回る  m2/個とする。 

 

5. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，

重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に必要

な個数である 2個を車両毎に設置する。 

 

6. 車両個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）の車

両個数は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するた

め等に必要な個数であり，別の熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-

D1000,P27-D5000）で使用する車両を合わせた個数として，6,7 号機でそれぞれ 2セット 2個の

合計 4個並びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1個とし，

分散して保管する。 
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名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器 

（6,7 号機共用） 

P27-D1000 P27-D5000 

容 量 

（設計熱交換量） 
MW/個 以上(  ) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 淡水側 1.37 ／ 海水側 1.4 

最 高 使 用 温 度 ℃ 淡水側 90 ／ 海水側 80 

伝 熱 面 積 m2/個 以上(  ) 

個 数 ― 2 2 

車 両 個 数 ― 4（予備 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）は，以下

の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）は，設計基準事故

対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい

損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止

するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）は，使用済燃料貯

蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）は，炉心の著しい

損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器
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バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量（設計熱交換量） 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）の容量は，有効

性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において確認されている原子炉停止48時

間経過後の崩壊熱を除去可能な容量を基に設定しており，有効性評価解析（原子炉設置変更許

可申請書添付書類十）において確認されている容量が  MWのため，  MW/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量と同じ  MW/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

 2.1 最高使用圧力（淡水側） 1.37MPa 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）（淡水側）を

重大事故等時において使用する場合の圧力は，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポ

ンプ（P27-D1000,P27-D5000）の重大事故等時において使用する場合の圧力と同じ1.37MPaと

する。 

 

 2.2 最高使用圧力（海水側） 1.4MPa 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）（海水側）を

重大事故等時において使用する場合の圧力は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の重大

事故等時において使用する場合の圧力が  MPaであるため，これを上回る圧力として1.4MPa

とする。 

 

3. 最高使用温度 

 3.1 最高使用温度（淡水側） 90℃ 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）（淡水側）を

重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における残留熱除去系熱交換器

（胴側）の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る90℃とする。 

 

 3.2 最高使用温度（海水側） 80℃ 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）（海水側）を

重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等対策の有効性評価解析（原子炉設

置変更許可申請書添付書類十）において使用している海水の温度30℃に対し設計除熱量  

MWを考慮した場合の海水出口温度約55℃を上回る80℃とする。 
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4. 伝熱面積 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等時

において使用する場合の伝熱面積は，要求される（設計熱交換量）容量  MW（  MW/個）

を満足するために必要な伝熱面積  m2と同じ  m2/個以上とする。 

 

公称値については，要求される伝熱面積と同じ  m2/個とする。 

 

5. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000,P27-D5000）の個数は，重大

事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に必要な個

数である 2個を車両毎に設置する。 

 

6. 車両個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器(P27-D2000,P27-D3000, P27-D4000)の設

定根拠のうち，6. 車両個数にて記載する。 
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 6.2.2 ポンプ 

名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ 

（6,7 号機共用） 

P27-D2000 P27-D3000 P27-D4000 

容 量 m3/h/個 325 以上，350 以上，340 以上（300） 

揚 程 m 65 以上，53 以上，56 以上（75） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

原 動 機 出 力 kW/個 110 

個 数 ― 2 2 2 

【設 定 根 拠】 

(概要) 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，以下の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，設計

基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）

を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，使用

済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他

の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，

放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）は，炉心
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の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉

格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置

する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

1.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の容量 325m3/h/個以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合

の容量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(A)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)並

びに補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(A)         ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)     ：150m3/h 

③ 補機等                  ： 30m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(A)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(A) 

④ 合計                    ：650m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合に必要な流量が

650m3/h であるため，325m3/h/個以上とする。 

 

1.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の容量 350m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を

重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）で使用する場合の容

量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに

補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)         ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)    ：150m3/h 

③ 補機等                 ： 80m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(B) 
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④ 合計                   ：700m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P2

7-D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合に必要な流量

が700m3/hであるため，350m3/h/個以上とする。 

 

1.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の容量 340m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を

重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）で使用する場合の容

量は，下記に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに

補機等に必要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)          ：470m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)     ：150m3/h 

③ 補機等                  ： 60m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器(B) 

④ 合計                    ：680m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P2

7-D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合に必要な流量

が680m3/hであるため340m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，設計時の定格点である300m3/h/個とする。 

 

2. 揚程 

2.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の揚程 65m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：64.2m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は，64.2m

を上回る65m以上とする。 

 

2.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の揚程 53m以上 
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    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：52.7m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，52.7m

を上回る53m以上とする。 

 

2.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の揚程 56m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合

の揚程は，下記を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：55.3m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，55.3m

を上回る56m以上とする。 

 

公称値については，設計時の定格点である75mとする。 

 

3. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等時において使用する場合の圧力は，静水頭0.23MPaと熱交換器ユニット 代替原子炉補

機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）の締切運転時の揚程0.89MPaの合計が

1.12MPaとなることから，これを上回る圧力とし，1.37MPaとする。 

 

4. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニット 代替原子

炉補機冷却系熱交換器の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る70℃とする。 

 

5. 原動機出力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）を重大

事故等対処設備として使用する場合の原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を考慮し

て決定する。 

Ｐｗ＝10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ 
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η＝
Ｐｗ

Ｐ
×100 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ０１３１(2002)「ターボポンプ用語」） 

Ｐ＝
10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ

η／100
 

Ｐ  ：軸動力(kW) 

Ｐｗ ：水動力(kW) 

ρ  ：密度(kg/m3)            ＝1000 

ｇ  ：重力加速度(m/s2)          ＝9.80665 

Ｑ  ：容量(m3/s)             ＝300/3600 

Ｈ  ：揚程(m)              ＝75 

η  ：ポンプ効率（％）（設計計画値）   ＝  

 

Ｐ＝
10-3×1000×9.80665×

300
3600

×75

／100
＝   ≒  kW 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）の原動機出力は，軸動力  kW を上回る出力とし，110kW/個とする。 

 

6. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）（原動

機含む。）は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止する

ため等に必要な個数である 2個を車両毎に設置する。 
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名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ 

（6,7 号機共用） 

P27-D1000 P27-D5000 

容 量 m3/h/個 以上， 以上， 以上（ ） 

揚 程 m 以上， 以上， 以上（ ） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

原 動 機 出 力 kW/個 210 

個 数 ― 1 1 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，以下の

機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，設計基準事故対

処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止す

るため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因によ

り当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮

蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）は，炉心の著しい損

傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バ
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ウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

1.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の容量  m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(A)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(A)         ：  m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)     ：  m3/h 

③ 補機等                   ：  m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(A)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(A)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

④ 合計                     ：  m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）で使用する場合の容量は  m3/h/個以上

とする。 

 

1.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の容量  m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

⑤ 残留熱除去系熱交換器(B)           ：  m3/h 

⑥ 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)       ：  m3/h 

⑦ 補機等                      ：  m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

⑧ 合計                      ：  m3/h 
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上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）

を７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の容量は，  m3/h/個

以上とする。 

 

1.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の容量  m3/h/個以上 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）で使用する場合の容量は，下記

に示す残留熱除去系熱交換器(B)及び燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)並びに補機等に必

要な冷却水を同時に供給できる容量とする。 

① 残留熱除去系熱交換器(B)         ：  m3/h 

② 燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)     ：  m3/h 

③ 補機等                   ：  m3/h 

・残留熱除去系ポンプ(B)メカシール冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)モータ軸受冷却器 

・残留熱除去系ポンプ(B)室空調機 

・格納容器内ガス冷却器 

④ 合計                    ：  m3/h 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の容量は，  m3/h/個以上

とする。 

 

  公称値については，設計時の定格点である  m3/h/個とする。 

 

2. 揚程 

2.1 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）使用時の揚程  m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は，下記

を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：  m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）で使用する場合の揚程は，  mを上回る

 m以上とする。 

 

2.2 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）使用時の揚程  m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，下記
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を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：  m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）で使用する場合の揚程は，  mを上回る

 m以上とする。 

 

 

2.3 ７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）使用時の揚程  m以上 

    熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等

時において７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，下記

を考慮する。 

① 配管・機器圧力損失：  m 

 

    上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を

７号機 代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）で使用する場合の揚程は，  mを上回る

 m以上とする。 

 

 公称値については，設計時の定格点である  mとする。 

 

3. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等時に

おいて使用する場合の圧力は，静水頭  MPaと熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水

ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）の締切運転時の揚程  MPaの合計が  MPaとなること

から，これを上回る圧力とし，1.37MPaとする。 

 

4. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等時

において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニット 代替原子炉補機

冷却系熱交換器の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る70℃とする。 

 

5. 原動機出力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故等対処

設備として使用する場合の原動機出力は，下記の式により，容量及び揚程を考慮し決定する。 

Ｐｗ＝10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ 

η＝
Ｐｗ

Ｐ
×100 

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ０１３１(2002)「ターボポンプ用語」） 
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Ｐ＝
10-3・ρ・ｇ・Ｑ・Ｈ

η／100
 

Ｐ  ：軸動力(kW) 

Ｐｗ ：水動力(kW) 

ρ  ：密度(kg/m3)            ＝1000 

ｇ  ：重力加速度(m/s2)          ＝9.80665 

Ｑ  ：容量(m3/s)             ＝ /3600 

Ｈ  ：揚程(m)              ＝  

η  ：ポンプ効率（％）（設計計画値）   ＝  

 

Ｐ＝
10-3×1000×9.80665×

3600
×

／100
＝ ≒  kW 

 

 

上記より，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）の原動

機出力は，軸動力  kW を上回る出力とし，210kW/個とする。 

 

6. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（P27-D1000,P27-D5000）（原動機含む。）は，

重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に必要

な個数である 1個を車両毎に設置する。 
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名 称 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7 号機共用） 

容 量 m3/h/個 

 以上 

 以上 

 以上 

(900) 

吐 出 圧 力 MPa 

 以上 

 以上 

 以上 

(1.25) 

最 高 使 用 圧 力 MPa  

最 高 使 用 温 度 ℃  

原 動 機 出 力 kW/個  

個 数 ― 4(予備 1) 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有する。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の

著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送

するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，

又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低

下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，臨

界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器の過圧破損を防止するために

熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により

熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱を最終的な熱の

逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

重大事故等時に核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設のうち使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備（原

子炉建屋放水設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有す

る。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水をホースを経由して放水砲か

ら原子炉建屋へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設定し，複数の方向から原

子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器

安全装備（原子炉建屋放水設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下

の機能を有する。 

 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために設置する。 

系統構成は，大気への放射性物質の拡散を抑制するための重大事故等対処設備として使用する

場合においては，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水をホースを経由して放水砲か

ら原子炉建屋へ放水できる設計とする。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機

燃料火災に対応するための重大事故等対処設備として使用する場合においては，大容量送水車

（熱交換器ユニット用）及び泡原液混合装置により海水と泡消火薬剤を混合しながら，ホースを

経由して放水砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設計とする。放水砲は，設置場所を任意に設定

し，複数の方向から原子炉建屋に向けて放水できる設計とする。 

 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（水の供

給設備）として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，以下の機能を有する。 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重大事

故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，発電用原子炉施設

には，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために設置する。 

系統構成は，想定される重大事故等時において，淡水が枯渇した場合に，海を水源とし，大容

量送水車（熱交換器ユニット用）により，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を経由し，復水貯蔵槽

への水の供給，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内へのスプレイ並びに使用済燃料貯

蔵プールの冷却又は注水ができる設計とする。 

 

1. 容量 

 1.1 代替原子炉補機冷却系として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送

水先である熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器が有効性評価解析（原子炉設

置変更許可申請書添付書類十）において確認されている原子炉停止 48 時間経過後の崩壊熱を

除去可能な容量を基に設定しており，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器が

原子炉停止 48 時間経過後の崩壊熱を除去するために必要な流量が  m3/h であることか

ら，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は  m3/h/個以上とする。 

 

 1.2 原子炉建屋放水設備として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の容量は，原子

炉建屋屋上へ放水できる容量を基に設定する。 

大気への放射性物質の拡散を抑制するために必要となる大容量送水車（熱交換器ユニット

用）の容量は，  m3/h で原子炉建屋東側又は南側から放水することにより原子炉建屋屋上

へ網羅的な放水が可能である。また，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火

災に対応するために必要となる大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量についても，  

m3/h で原子炉建屋東側又は南側から放水することにより原子炉建屋屋上へ網羅的な放水が可

能である。 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，  m3/h/個以上とする。 

 

 1.3 水の供給設備として使用する場合の容量  m3/h/個以上 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送水先で

ある可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）からの最大送水流量を上回る容量を基に設定する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の送水先である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）から

の送水流量が最大となるのは，使用済燃料貯蔵プールの冷却又は注水に使用する設計基準事

故対処設備が機能喪失した場合の代替手段である燃料プール代替注水系として使用する場合

であり，6,7 号機同時注水する場合の送水流量は 294m3/h（号機当り 147m3/h）であるため，大

容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，294m3/h を上回る  m3/h/個以上とする。 
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公称値については，設計段階で使用点として設定をしている 900m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

 2.1 代替原子炉補機冷却系として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 

代替原子炉補機冷却系として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧

力は，海水を熱交換器ユニットに移送するときの水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，

配管・ホース及び弁類圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差          約   MPa 

静水頭                 約   MPa 

機器圧損                約  MPa 

配管・ホース＊及び弁類圧損          約  MPa 

合計                     約  MPa 

 

注記＊：以下のホースを使用する 

    ・熱交換器ユニット海水用 10m,25m,50m ホース（6.7 号機共用） 

 

以上より，代替原子炉補機冷却系として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット

用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

 2.2 原子炉建屋放水設備として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 

原子炉建屋放水設備として使用する場合の大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力

は，放水砲吐出端における必要圧力，静水頭，機器類圧損，配管・ホース及び弁類圧損を基に

設定する。 

 

放水砲吐出端における必要圧力      約   MPa 

静水頭                 約   MPa 

機器類圧損               約   MPa 

配管・ホース＊及び弁類圧損          約  MPa 

合計                              約  MPa 

 

注記＊：以下の配管・ホースを使用する 

    ・大容量送水車吐出放水砲用 5m，10m，50m ホース（6,7 号機共用） 

    ・放水砲（6,7 号機共用） 

 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

 2.3 水の供給設備として使用する場合の吐出圧力  MPa 以上 
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大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は，海水を可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

に移送するときの水源と移送先の圧力差，静水頭，ホース圧損，機器圧損を基に設定する。 

 

水源と移送先の圧力差          約  MPa 

静水頭                 約  MPa 

ホース＊圧損                 約  MPa 

機器圧損                約  MPa 

合計                              約  MPa 

 

注記＊：以下のホースを使用する 

    ・大容量送水車取水用 5m,10m,50m ホース（6,7 号機共用） 

    ・可搬型代替注水ポンプ屋外用 20m ホース（6,7 号機共用） 

 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力は  MPa 以上とする。 

 

公称値については，設計段階で使用点として設定をしている 1.25MPa とする。 

 

3. 最高使用圧力 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の圧力は，当該

ポンプの供給ラインの仕様を踏まえポンプ吐出圧力を電気的に  MPa に制限することから，

その制限値である  MPa とする。 

 

4. 最高使用温度 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大

事故等対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において有効性を確認

している海水の温度 30℃を上回る  ℃とする。 

 

5. 原動機出力 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の原動機出力は，定格流量である 1500m3/h，定格吐出

圧力 1.2MPa 時の軸動力を基に設定する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の流量が 1500m3/h，吐出圧力が 1.2MPa，その時の当該

ポンプの必要軸動力は 602kW となる。 

以上より，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の原動機出力は必要軸動力 602kW を上回る

 kW/個とする。 

 

6. 個数 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）（原動機含む。）は，重大事故等対処設備として熱交換

器ユニットに海水を送水するために必要な個数である 6,7 号機で 2個を 2セットの合計 4個並
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びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1個（原子炉格納設備

のうち圧力低減設備その他の安全設備のうち原子炉格納容器安全設備（原子炉建屋放水設備）

の大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6,7 号機共用）及び非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備（水の供給設備）の大容量送水車（海水取水用）と兼用）を保管する。 
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 6.2.3 ろ過装置 

名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 

（6,7 号機共用） 

P27-D2000 P27-D3000 P27-D4000 

容 量 m3/h/個 840 以上（840) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.4 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

個 数 ― 2 2 2 

【設 定 根 拠】 

(概要) 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-

D4000）は，以下の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合におい

て炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに

限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏え

いその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等

を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するた

め，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるた

めに設置する。 
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系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

1. 容量 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

の容量は，重大事故等時に海を水源として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）の必

要容量と同じ840m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量と同じ840m3/h/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において使用する場合の圧力は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出

圧力  MPaを上回る1.4MPaとする。 

 

3. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等対策の有効性評価解析（原子炉設

置変更許可申請書添付書類十）において有効性を確認している海水の温度 30 ℃を上回る50℃

とする。 

 

4. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D2000,P27-D3000,P27-D4000）

は，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に

必要な個数である1個と，異物により目詰まりをした際の切替え用に1個の合計2個を車両毎に

設置する。 
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名 称 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 

（6,7 号機共用） 

P27-D1000 P27-D5000 

容 量 m3/h/個 以上( ) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.4 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 ― 1 1 

【設 定 根 拠】 

(概要) 

重大事故等時に原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）とし

て使用する熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）は，

以下の機能を有する。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）は，設計基準

事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を

防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するために設置する。 

系統構成は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の故障又は全交流動力電源の喪失

により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，サプレッションチェン

バへの熱の蓄積により原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換器ユニットを原子炉

補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海水を

供給することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）は，使用済燃

料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要

因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射

線を遮蔽し，及び臨界を防止するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料貯蔵プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するために熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換

器ユニットに海水を供給することで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生した熱を最終的

な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）は，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納

容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために設置する。 

系統構成は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却水系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニ
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ット用）により熱交換器ユニットに海水を供給することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 
 

1. 容量 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）の容量は，

重大事故等時に海を水源として使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）の必要容量と同

じ  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，設計時の定格容量である  m3/h/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故

等時において使用する場合の圧力は，大容量送水車（熱交換器ユニット用）の吐出圧力  MPa

を上回る1.4MPaとする。 

 

3. 最高使用温度 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）を重大事故

等時において使用する場合の温度は，重大事故等対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可

申請書添付書類十）において有効性を確認している海水の温度 30 ℃を上回る40℃とする。 

 

4. 個数 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（P27-D1000,P27-D5000）は，重大事

故等対処設備として炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損を防止するため等に必要な個数

である 1個を車両毎に設置する。 
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6.2.4 主配管 

名 称 

代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(A)合流部 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

外 径 mm 267.4，216.3 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）供給側と代替原子炉補機冷却系配管(A)合流

部を接続する配管であり，重大事故等対処設備として，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却

水ポンプにより原子炉補機冷却水を残留熱除去系熱交換器(A)へ供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用温度と同じ 70℃とする。 

 

3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの実績に基づいた標準流速

及び最高流速を目安に選定し，267.4mm，216.3mm とする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊1 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

216.3 8.2 200 0.03138  ＊2 5.3＊3  
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 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 

   ＊3 ：標準流速を超えるが，内部流体が水の場合の最高流速  m/s を下回っているた

め問題ない。 
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名 称 

代替原子炉補機冷却系配管(A)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）戻り側 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 90 

外 径 mm 216.3，267.4 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系配管(A)分岐部と代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）戻り

側を接続する配管であり，重大事故等対処設備として，残留熱除去系熱交換器(A)で熱交換した原

子炉補機冷却水を熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器に供給するために設置す

る。 
 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における残留熱除去系

熱交換器（胴側）の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る 90℃とする。 

 
3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの実績に基づいた標準流速

及び最高流速を目安に選定し，216.3mm，267.4mm とする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊１ 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

216.3 8.2 200 0.03138  ＊2 5.3＊3  

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

 

 

 



 

458 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
5-
3
 
R0
 

 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

   ＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 

   ＊3 ：標準流速を超えるが，内部流体が水の場合の最高流速  m/s を下回っているた

め問題ない。 
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名 称 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(B-1)合流部 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

外 径 mm 267.4 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）供給側と代替原子炉補機冷却系配管(B-1)合

流部を接続する配管であり，重大事故等対処設備として，熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷

却水ポンプにより原子炉補機冷却水を残留熱除去系熱交換器(B)へ供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用温度と同じ 70℃とする。 
 

3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づいた標準

流速を目安に選定し，267.4mm とする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊1 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 
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名 称 

代替原子炉補機冷却系配管(B-1)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）戻り側 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 90 

外 径 mm 267.4 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系配管(B-1)分岐部と代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）戻

り側を接続する配管であり，重大事故等対処設備として，残留熱除去系熱交換器(B)で熱交換した

原子炉補機冷却水を熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器へ供給するために設置

する。 
 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における残留熱除去系

熱交換器（胴側）の除熱後の冷却水温度  ℃を上回る 90℃とする。 

 
3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づいた標準

流速を目安に選定し，267.4mmとする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊1 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 
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名 称 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(B-2)合流部 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 70 

外 径 mm 267.4 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）供給側と代替原子炉補機冷却系配管(B-2)合

流部を接続する配管であり，重大事故等対処設備として熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却

水ポンプにより原子炉補機冷却水を残留熱除去系熱交換器(B)へ供給するために設置する。 
 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用温度と同じ 70℃とする。 

 
3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づいた標準

流速を目安に選定し，267.4mmとする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊1 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 
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名 称 

代替原子炉補機冷却系配管(B-2)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）戻り側 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 90 

外 径 mm 267.4 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，代替原子炉補機冷却系配管(B-2)分岐部と代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）戻

り側を接続する配管であり，重大事故等対処設備として，残留熱除去系熱交換器(B)で熱交換した

原子炉補機冷却水を熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器へ供給するために設置

する。 
 

1. 最高使用圧力 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユニ

ット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度  

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における残留熱除去系

熱交換器（胴側）の使用温度と同じ 90℃とする。 

 
3. 外径 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，水源から供給される水は淡水である

ため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づいた標準

流速を目安に選定し，267.4mmとする。 

外径 

Ａ 

(mm) 

厚さ 

Ｂ 

(mm) 

呼び径 

 

(A) 

流路面積 

Ｃ 

(m2) 

流量 

Ｄ 

(m3/h) 

流速＊1 

Ｅ 

(m/s) 

標準流速 

 

(m/s) 

267.4 9.3 250 0.04862  ＊2 3.4  

 注記＊1 ：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
1

2
∙

Ａ-2∙Ｂ

1000

2

 

Ｅ＝
Ｄ

3600∙Ｃ
 

 注記＊2 ：熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器の冷却に必要な流量：  m3/h 
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名 称 
熱交換器ユニット淡水用 5m フレキシブルホース（6,7 号機共

用） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 99 

外 径 ― 250A 

個 数 ― 28（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本ホースは，熱交換器ユニットと 6号機の代替原子炉補機冷却系接続口 A系（北）供給側，代

替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）供給側，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（北）供給側，

代替原子炉補機冷却系接続口 A系（北）戻り側，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）戻り側，

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（北）戻り側，7号機の代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）

供給側，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）供給側，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）

供給側，代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）戻り側，代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）

戻り側又は代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）戻り側を接続するフレキシブルホースであり，

重大事故等対処設備として，熱交換器ユニットにより原子炉補機冷却水を残留熱除去系熱交換器

及び燃料プール冷却浄化系熱交換器に供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，重大事故等時における熱交換器ユ

ニット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用圧力と同じ 1.37MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，重大事故等時における熱交換器ユ

ニット 代替原子炉補機冷却水ポンプの使用温度 70℃を上回る 99℃とする。 

 

3. 外径 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，圧力損失が許容できる外径を選定

する。 

熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプの 2．揚程設定根拠の配管・機器圧力損失

算出条件である，250A を本ホースの外径とする。 
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4. 個数 

本ホースの保有数は，重大事故等対処設備として熱交換器ユニットにより原子炉補機冷却水

を残留熱除去系熱交換器及び燃料プール冷却浄化系熱交換器に供給するために必要な本数で

あり，最長ルート敷設に必要な本数を 6号機で 6本（代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）

供給側及び代替原子炉補機冷却系接続口 B 系（南）戻り側に接続する場合）を 2 セット，7 号

機で 8 本（代替原子炉補機冷却系接続口 A 系（西）供給側及び代替原子炉補機冷却系接続口 A

系（西）戻り側に接続する場合）を 2セットの合計 28本に，本ホースは保守点検中でも使用可

能であるため，保守点検による待機除外時のバックアップは考慮せずに，故障時のバックアッ

プ用として予備 2本とし，分散して保管する。 
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名 称 
大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込 20m ホース 

（6,7 号機共用） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.3 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

外 径 ― 150A 

個 数 ― 16（予備 4） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本ホースは，海と大容量送水車（熱交換器ユニット用）を接続するホースであり，重大事故等

対処設備として，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水を熱交換器ユニットへ供給す

るために設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

1.3MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，

60℃とする。 

 

3. 外径 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，接続する大容量送水車のフランジ

仕様が 150A であることから，150A とする。 

 

4. 個数 

本ホースの保有数は，重大事故等対処設備として大容量送水車（熱交換器ユニット用）によ

り海水を熱交換器ユニットへ送水するために必要な本数であり，6,7 号機で 2セット 16本に，

本ホースは保守点検中にも使用可能であるため，保守点検による待機除外時のバックアップは

考慮せずに，故障時のバックアップ用として予備 4本（原子炉格納設備のうち圧力低減設備そ

の他の安全設備のうち原子炉格納容器安全設備（原子炉建屋放水設備）の大容量送水車（原子

炉建屋放水設備用）及び非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（水の供給設備）の大容量

送水車（海水取水用）と兼用）とし，分散して保管する。 
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名 称 熱交換器ユニット海水用 10m,25m,50m ホース（6,7 号機共用） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.3 

最 高 使 用 温 度 ℃ 74 

外 径 ― 300A 

個 数 ― 32（予備 6） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本ホースは，大容量送水車（熱交換器ユニット用）と熱交換器ユニットを接続するホースであ

り，重大事故等対処設備として，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により原子炉補機冷却水

を冷却するための海水を熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器に供給するために

設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

1.3MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，

 74℃とする。 

 

3. 外径 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，圧力損失が許容できる外径を選定

する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の 2．吐出圧力設定根拠のホース圧損算出条件である，

300A を本ホースの外径とする。 

 

4. 個数 

本ホースの保有数は，重大事故等対処設備として大容量送水車（熱交換器ユニット用）によ

り海水を熱交換器ユニットへ送水するために必要な本数であり，最長ルート敷設に必要な本数

を 6 号機で 8 本（10m：1 本，25m：1 本，50m：6 本）を 2 セット，7号機で 8 本（10m：1 本，

25m：2本，50m：5 本）を 2セットの合計 32 本に，本ホースは保守点検中でも使用可能である

ため，保守点検による待機除外時のバックアップは考慮せずに，故障時のバックアップ用とし

て各ホースを 2本ずつの合計 6本を予備とし，分散して保管する。 

 

 

 

 
 
 









注記＊1 ：下記設備は，大容量送水車の附属機器である。附属機器は「機器本体」と同一の取付箇所である。

　　　　  大容量送水車（熱交換器ユニット用）燃料タンク（6,7号機共用）

    ＊2 ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所にそれぞれ2個ずつ保管するとともに，予備1個を保管場所2箇所のうちいずれかに保管する。

    ＊3 ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所にそれぞれ14本ずつ保管するとともに，予備2本を保管場所2箇所のうちいずれかに保管する。

    ＊4 ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所にそれぞれ16本ずつ保管するとともに，予備6本を保管場所2箇所のうちいずれかに保管する。

    ＊5 ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所にそれぞれ8本ずつ保管するとともに，予備4本を保管場所2箇所のうちいずれかに保管する。

 名　称  大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊1,＊2

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）
＊2

 　　　　熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）
＊2

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用）
＊2

　　　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
＊3

　　　　　　　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）
＊4

　　　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込20mホース（6,7号機共用）
＊5

保管場所 大湊側高台保管場所 T.M.S.L.約35000mm

 名　称  大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊1,＊2

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）
＊2

         熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）
＊2

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用）
＊2

　　　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
＊3

　　　　　　　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）
＊4

　　　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込20mホース（6,7号機共用）
＊5

保管場所 荒浜側高台保管場所 T.M.S.L.約37000mm

　：保管場所

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

第4-5-2-1-4図

0409

原子炉冷却系施設のうち原子炉補機冷却

設備（代替原子炉補機冷却系）に係る機

器の配置を明示した図面（その4）



工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

　名　称　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊2

　  ホース　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込20mホース(6,7号機共用)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（給水側）

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm  　　　　 　　　　　　　　　 　　　  屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　　　取水路付近　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    海～大容量送水車（熱交換器ユニット用）

　名　称　　ホース　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース(6,7号機共用)

　　　　　　 （送水側）

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）～熱交換器ユニット～海

※本図は，6,7号機共用設備の取付箇所に

　 おける関係性を示すため，7号機側への

　 取付箇所を示す。

第4-5-2-1-5図

原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却

設備（代替原子炉補機冷却系）に係る機器の

配置を明示した図面（その5）

9Y01

 名　称　 熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　ホース　熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース
＊1

　　　　　熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　　　　 （6,7号機共用）

　　　　　熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却海水ストレーナ(6,7号機共用)　

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　7号機タービン建屋付近  　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　熱交換器ユニット

注記＊1：熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）の熱交換器ユニット～代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）供給側及び

　　　　　　代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側又は代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）供給側

　　　　　　代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）戻り側及び代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側又は代替原子炉補機冷却系接続口B系

　　　　　　（西）戻り側～熱交換器ユニットの取付箇所は第4-5-2-1-7図参照。

　　　＊2：下記設備は，大容量送水車の附属機器である。附属機器は「機器本体」と同一の取付箇所である。

　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）燃料タンク（6,7号機共用）

　：取付箇所



工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

　名　称　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊2

　  ホース　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込20mホース(6,7号機共用)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（給水側）

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm  　　　　 　　　　　　　　　 　　　  屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　　　取水路付近　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    海～大容量送水車（熱交換器ユニット用）

　名　称　　ホース　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース(6,7号機共用)

　　　　　　 （送水側）

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）～熱交換器ユニット～海

※本図は，6,7号機共用設備の取付箇所に

　 おける関係性を示すため，6号機側への

　 取付箇所を示す。

第4-5-2-1-6図

原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却

設備（代替原子炉補機冷却系）に係る機器の

配置を明示した図面（その6）

9Y01

 名　称　 熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　ホース　熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース
＊1

　　　　　熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　　　　 （6,7号機共用）

　　　　　熱交換器ユニット　代替原子炉補機冷却海水ストレーナ(6,7号機共用)　

取付箇所　屋外 T.M.S.L.約12000mm　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　屋外 T.M.S.L.約12000mm

　　　　　6号機タービン建屋付近  　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　熱交換器ユニット

注記＊1：熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）の熱交換器ユニット～代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）供給側及び

　　　　　　代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側又は代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）供給側

　　　　　　代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）戻り側及び代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側又は代替原子炉補機冷却系接続口B系

　　　　　　（北）戻り側～熱交換器ユニットの取付箇所は第4-5-2-1-8図参照。

　　　＊2：下記設備は，大容量送水車の附属機器である。附属機器は「機器本体」と同一の取付箇所である。

　　　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）燃料タンク（6,7号機共用）

　：取付箇所



PN

 名　称  ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側

　　　　　　　                 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側

 名　称  熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　 　 　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用） 　　　　　　　 　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 7号機タービン建屋付近　　　　　　　　　　　屋外T.M.S.L.約12000mm 熱交換器ユニット

 名　称  熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　 　 　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用） 　　　　　　　 　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 7号機タービン建屋付近　　　　　　　　　　　屋外T.M.S.L.約12000mm 熱交換器ユニット

注記＊：下記設備は，大容量送水車の附属機器である。附属機器は「機器本体」と同一の取付箇所である。

　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）燃料タンク（6,7号機共用）

 名　称  ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）供給側

　　　　　　　                 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）戻り側

 名　称  大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊
 ホース 大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込用20mホース（6,7号機共用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

取付箇所 屋外 T.M.S.L.約12000mm 取水路付近 　　　　　　　　 屋外 T.M.S.L.約12000mm 大容量送水車（熱交換器ユニット用）

 名　称  ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）供給側

　　　　　　　                 7号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）戻り側

※本図は，6,7号機共用設備の取付箇所における関係性を示すため，7号機側への取付箇所を示す。

　：取付箇所

第4-5-2-1-7図

原子炉冷却系施設のうち原子炉補機冷却

設備（代替原子炉補機冷却系）に係る機

器の配置を明示した図面（その7）
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工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称



PN

 名　称  熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　 　 　　熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用） 　　　　　　　 　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 6号機タービン建屋付近　　　　　　　　　　　屋外T.M.S.L.約12000mm 熱交換器ユニット

注記＊：下記設備は，大容量送水車の附属機器である。附属機器は「機器本体」と同一の取付箇所である。

　　　　大容量送水車（熱交換器ユニット用）燃料タンク（6,7号機共用）

 名　称  大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）
＊
 ホース 大容量送水車（熱交換器ユニット用）吸込用20mホース（6,7号機共用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

取付箇所 屋外 T.M.S.L.約12000mm 取水路付近  　　　　　　　  屋外 T.M.S.L.約12000mm 大容量送水車（熱交換器ユニット用）

 名　称  ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側

　　　　　　　                 6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側

 名　称  ホース　熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）供給側

                               6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）戻り側

 名　称  ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）供給側

                               6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）戻り側

 名　称  熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（6,7号機共用）　　 ホース 熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（6,7号機共用）　　　　 　　 熱交換器ユニット海水用10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

　　　　 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（6,7号機共用）　　　　　　　 　

取付箇所 屋外T.M.S.L.約12000mm 6号機タービン建屋付近　　　　　　　　　　　屋外T.M.S.L.約12000mm 熱交換器ユニット

※本図は，6,7号機共用設備の取付箇所における関係性を示すため，6号機側への取付箇所を示す。

　：取付箇所

第4-5-2-1-8図

原子炉冷却系施設のうち原子炉補機冷却

設備（代替原子炉補機冷却系）に係る機

器の配置を明示した図面（その8）

0325

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称
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第 4-5-2-2-1～8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）に係る主配管の配置を明示した図面 別紙 1 

工事計画抜粋 

変  更  前 変  更  後 

NO.＊4 
名  称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 名     称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 

代 

替 

原 

子 

炉 

補 

機 

冷 

却 

系 

― 

 

代 

替 

原 

子 

炉 

補 

機 

冷 

却 

系 

代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(A)合流部 

1.37＊1 70＊1 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 1 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 2 

     ＊2 

 267.4 

/216.3 

     ＊2 

 9.3 

/8.2 
STPT410 3 

216.3＊2 8.2＊2 STPT410 4 

216.3＊2,＊3 8.2＊2,＊3 STPT410＊3 5 

代替原子炉補機冷却系配管(A)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 A系（西）戻り側 

1.37＊1 90＊1 

216.3＊2 8.2＊2  STPT410 6 

216.3＊2,＊3 8.2＊2,＊3 STPT410＊3 7 

     ＊2 

 267.4 

/216.3 

     ＊2 

 9.3 

/8.2 
STPT410 8 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 9 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 10 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(B-1)合流部 

1.37＊1 70＊1 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 11 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 12 

267.4＊2 9.3＊2 STPT410 13 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 STPT410＊3 14 
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変  更  前 変  更  後 

NO.＊4 
名  称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 名     称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

(㎜) 

厚 さ 

(㎜) 
材 料 

代 

替 

原 

子 

炉 

補 

機 

冷 

却 

系 

― 

代 

替 

原 

子 

炉 

補 

機 

冷 

却 

系 

代替原子炉補機冷却系配管(B-1)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（南）戻り側 

1.37＊1 90＊1 

267.4＊2 9.3＊2 STPT410 15 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 STPT410＊3 16 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 17 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 18 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）供給側 

～ 

代替原子炉補機冷却系配管(B-2)合流部 

1.37＊1 70＊1 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 19 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 20 

267.4＊2  (9.3＊2) SFVC2B 21 

267.4＊2 9.3＊2 STPT410 22 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 STPT410＊3 23 

代替原子炉補機冷却系配管(B-2)分岐部 

～ 

代替原子炉補機冷却系接続口 B系（西）戻り側 

1.37＊1 90＊1 

267.4＊2 9.3＊2 STPT410 24 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 STPT410＊3 25 

267.4＊2  (9.3＊2) SFVC2B 26 

267.4＊2,＊3 9.3＊2,＊3 SUS304TP＊3 27 

267.4＊2 9.3＊2 SUS304TP 28 

 注記＊1 ：重大事故等時における使用時の値。 

＊2 ：公称値を示す。 

＊3 ：エルボを示す。 

＊4 ：第 4-5-2-2-1～8図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）に係る主配管の配置を明示した図面に記載の丸番号を示す。 
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第 4-5-2-2-1～8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）に係

る主配管の配置を明示した図面 別紙 2 

工事計画記載の公称値の許容範囲 
［主配管］ 

管ＮＯ.1＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 9.3 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

 

管ＮＯ.1＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
＋4.0mm 

－3.2mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 9.3 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

 

管ＮＯ.2＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 ±0.8％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 9.3 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

 

管ＮＯ.2＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
＋4.0mm 

－3.2mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 9.3 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 
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工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

 

管ＮＯ.3＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 216.3 ±0.8％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 8.2 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

 

管ＮＯ.3＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 216.3 
＋2.4mm 

－1.6mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 8.2 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

 

管ＮＯ.4＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 216.3 ±0.8％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 8.2 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

 

管ＮＯ.4＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 216.3 
＋2.4mm 

－1.6mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 8.2 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 
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工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

 

管ＮＯ.5＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 ±0.8％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 9.3 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

 

管ＮＯ.5＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
＋4.0mm 

－3.2mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 9.3 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

 

管ＮＯ.6＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 9.3 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

 

管ＮＯ.6＊- 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
＋4.0mm 

－3.2mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 9.3 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

 



 

 4

K
7
 
①
 4
-
5
-2
-
2
-1
～
8 
R
0 

工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

 

管ＮＯ.7＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
 mm 

 mm 
製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

厚さ 9.3 
 mm 

 mm 
同上 

 

管ＮＯ.8＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 267.4 
 mm 

 mm 
製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

厚さ 9.3 
 mm 

 mm 
同上 

 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

注記＊：管の基本板厚計算書のＮＯ.を示す。 
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t1210418
長方形



t1210418
長方形



熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

系統番号：P17

原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷

却設備（代替原子炉補機冷却系）の系統

図（その3）（重大事故等対処設備）

第4-5-2-3-3図

0624

：原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備

 （代替原子炉補機冷却系）

 （当該設備の申請範囲）

第4-5-2-3-2図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）供給側へ）

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）供給側へ

第4-5-2-3-2図より

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）戻り側より

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

第4-5-2-3-2図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側へ）

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側へ

第4-5-2-3-2図より

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側より

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

第4-5-2-3-1図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）供給側へ）

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）供給側へ

第4-5-2-3-1図より

（代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）戻り側より

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却海水ストレーナ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却海水ストレーナ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却海水ストレーナ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

注記＊1：大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）について，同一の機器を示す。

　　＊2：熱交換器ユニットについて，同一の機器を示す。

t1210418
長方形



熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

系統番号：P17

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

熱交換器ユニット代替

原子炉補機冷却海水ス

トレーナ（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

熱交換器ユニット淡水用5mフレキシブルホース（6,7号機共用）
熱交換器ユニット海水用

10m,25m,50mホース（6,7号機共用）

大容量送水車
＊1

（熱交換器ユニット用）

（6,7号機共用）

ポンプ

海

熱交換器ユニット
＊2

熱交換器ユニット代替原子炉補機

冷却系熱交換器（6,7号機共用）

大容量送水車（熱交換器ユニット用）

吸込20mホース（6,7号機共用）

原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷

却設備（代替原子炉補機冷却系）の系統

図（その4）（重大事故等対処設備）

第4-5-2-3-4図

0624

：原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備

 （代替原子炉補機冷却系）

 （当該設備の申請範囲）

第4-5-2-3-2図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）供給側へ）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）供給側へ

第4-5-2-3-2図より

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（西）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（北）戻り側より

第4-5-2-3-2図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側へ）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）供給側へ

第4-5-2-3-2図より

（代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口B系（南）戻り側より

第4-5-2-3-1図へ

（代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）供給側へ）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）供給側へ

第4-5-2-3-1図より

（代替原子炉補機冷却系接続口A系（西）戻り側より）

6号機：代替原子炉補機冷却系接続口A系（北）戻り側より

熱交換器ユニット代替

原子炉補機冷却海水ス

トレーナ（6,7号機共用）

熱交換器ユニット代替

原子炉補機冷却海水ス

トレーナ（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

熱交換器ユニット

代替原子炉補機

冷却水ポンプ

（6,7号機共用）

注記＊1：大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用）について，同一の機器を示す。

　　＊2：熱交換器ユニットについて，同一の機器を示す。
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第 4-5-2-4-1 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 1）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

コンテナ全長 12200 ― 概略寸法のため記載しない 

コンテナ全幅 2490 ― 同上 

コンテナ高さ 2900 ― 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-2 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 2）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

たて 2752  mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

横 780   mm 同上 

高さ 2050  mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-3 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 3） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 3）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

コンテナ全長  ― 概略寸法のため記載しない 

コンテナ全幅  ― 同上 

コンテナ高さ  ― 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-4 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 4） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却系熱交換器（その 4）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

たて   mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

横    mm 同上 

高さ    mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-5 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 1）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

吸込内径 200 
 mm 

 mm 
製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出内径 150 
 mm 

 mm 
同上 

たて 750  mm 同上 

横 180  mm 同上 

高さ 490  mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-6 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却水ポンプ（その 2）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

吸込内径    mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出内径    mm 同上 

たて   mm 同上 

横   mm 同上 

高さ   mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

 



(車両全長）10920

（
車
両
高
さ
）

3
5
8
0

（
車
両
全
幅
）
2
4
9
0

（車両全幅（アウトリガ最大張出時））3980

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。

※6,7号機共用

原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷

却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図　大容量送水車（熱交換器ユニット用）

（その1）

第4-5-2-4-7図

0220

調速装置



䠄㧗
䛥

ᶓ㸦 㸧

ᶓᶓ㸦 㸧

྾
㎸

ᚄ
䠄

䠅

◌ྤ
ฟ

ᚄ
䠄

䠅

ᶵཎ ◌༷ ཎᏊ Ꮚ⣔ ⤫⅔ ᶓ ᶓ タᶓ ᶓ ᶓ ⅔ ᶓ⿵

ᶵ ᵓ◌༷ ཎ ◌༷Ꮚ ⣔ഛ ௦タ ᶓ ⅔ ᶓ ᶓ㸦 㸧 㐀⿵ ᅗ

Ỉᐜ ⏝ჾᶓ ᶓ ㏦ ㌴ ⇕ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ㔞 㸦 㸧

ᶓ ᶓ㸦 㸧

➨ᅗ

0220

1

ᶓ

◌ྕ␒ ᶓ

ᶓ

ಶ ᶓ◌ྡရ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ

ရᶓ ᶓ ᶓ ᶓᶓᶓ㒊

◌ྍ
ᕤ ⏬ ⏦ᶓ ィ ㄆ ㄳ

ᶵཎ ◌ྕᏊᓮ ⩚ส ຊᶓ Ⓨ㟁 ➨㸵

ᘧ◌ி ຊᶓ 㟁 ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ♫

◌ྡ

ᶓ

ὀ ἲᑍ ᶓ PPᶓ ♧ ᶓᶓ㸸

ὀ ἲᑍ ⛠බ ◌್≉ グᶓ ᶓ ᶓ ᶓ ♧ ᶓᶓ㸸

ͤ ᶵ◌ྕ ⏝ඹ



1 

K
7
 
①
 4
-
5
-2
-
4
-7
～
8 
R
0
E 

第 4-5-2-4-7～8 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の

構造図 大容量送水車（熱交換器ユニット用） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[大容量送水車（熱交換器ユニット用）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

吸込口径    mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出口径    mm 同上 

たて   mm 同上 

横   mm 同上 

高さ   mm 同上 

車両全長 10920 ― 概略寸法のため規定しない 

車両全幅 2490 ― 同上 

車両全幅 

（アウトリガ最大張出時） 
3980 ― 同上 

車両高さ 3580 ― 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-9 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構造

図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 1）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

全長 1000  mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

高さ 400  mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 4-5-2-4-10 図 原子炉冷却系統施設のうち原子炉補機冷却設備（代替原子炉補機冷却系）の構

造図 熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[熱交換器ユニット 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ（その 2）] 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根  拠 

直径    mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

高さ   mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

 




